
平 成 ２ ８ 年 度 決 算 の 概 要

奈良県大和郡山市



■一般会計決算の概要

（１）一般会計の決算収支

　・歳入総額 円

　・歳出総額 円

　・差　　引 円

　・翌年度繰越財源 円

　・実質収支 円（２８年連続の黒字）

　・単年度収支 円

　・実質収支の推移 （単位：千円）

(18) (19) (20) (21) (22)

(23) (24) (25) (26) (27)

（２）一般会計歳入の概要

①市税収入は、固定資産税・軽自動車税において増、法人市民税・市たばこ税は

  減となった。固定資産税は前年度比1.1％の増、法人市民税は5.2％の減となり、

　市税全体においては、555万7千円の減。

　・固定資産税→前年度比　 1.1％、   　5,528万3千円の増。

　・法人市民税→   〃   △ 5.2％、   　6,081万9千円の減。

　・軽自動車税→   〃  　 18.2％、   　2,849万8千円の増。

　・市たばこ税→   〃   △ 3.0％、   　2,056万6千円の減。

②配当割交付金は、前年度比マイナス34.2％、3,889万7千円の減。

③株式等譲渡所得割交付金は、前年度比マイナス63.7%、6,808万5千円の減。

④地方消費税交付金は、前年度比マイナス9.6%、1億5,166万円の減。

⑤地方交付税は、前年度比マイナス5.8%、2億8,935万1千円の減。

⑥国庫支出金は、臨時福祉給付金等給付事業費補助金等の増により、

　前年度比6.0％、3億3,901万円の増。

⑦市債は、清掃センター整備事業債及び幼稚園施設整備事業債の増に伴い、

　前年度比77.4%、21億8,740万2千円の増。

　・特例債の発行

 　　臨時財政対策債12億1,139万2千円

　　　　　　　　　　（前年度比マイナス18.2％、2億6,949万8千円の減）

平成28年度

791,840 696,592 626,672 56,494 553,728 481,513

119,572,000

481,513,425

△72,214,717

平成17年度

669,337 425,948 529,935

33,783,844,595

33,182,759,170

601,085,425

244,206 294,782 612,173
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《歳入の比較》

（単位：千円、％）

構成比 構成比 伸び率

歳入総額 100.0 100.0 7.6

　市　　　　　　　税 35.5 38.2 0.0

　　　うち個人市民税 11.9 12.8 △0.4

　　　　　法人市民税 3.3 3.7 △5.2

　　　　　固定資産税 15.7 16.7 1.1

　　　　　軽自動車税 0.5 0.5 18.2

　　　　　市たばこ税 1.9 2.1 △3.0

　　　　　入　湯　税 0.0 0.0 △3.0

　　　　　都市計画税 2.2 2.4 1.0

　利 子 割 交 付 金　 0.1 0.1 △28.4

　配 当 割 交 付 金　 0.2 0.4 △34.2

  株式等譲渡所得割交付金 0.1 0.3 △63.7

4.2 5.0 △9.6

　地　方　譲　与　税 0.5 0.6 △0.6

　地 方 特 例 交 付 金 0.1 0.1 6.2

　地　方　交　付　税 13.9 15.9 △5.8

　国　庫　支　出　金 17.8 18.0 6.0

　使 用 料・手 数 料 1.8 2.1 △4.9

　市　　　　　　　債 14.8 9.0 77.4

　そ　　　の　　　他 11.0 10.3 14.3

《市税の推移》 （単位：百万円）

平成9年度 (22) (23) (24) (25) (26) (27) 平成28年度

　　総　　　額 16,139 12,503 12,635 12,309 12,013 12,023 12,004 11,999

　　個人市民税 5,307 4,245 4,076 4,197 4,093 4,004 4,025 4,009

　　法人市民税 2,958 1,217 1,314 1,257 1,010 1,118 1,165 1,104

　　固定資産税 6,250 5,560 5,670 5,316 5,300 5,299 5,237 5,293

《交付税の推移》 （単位：百万円）

平成9年度 (22) (23) (24) (25) (26) (27) 平成28年度

　　総　　　額 2,719 5,188 4,918 4,985 4,757 4,710 4,995 4,706

　　普通交付税 2,070 4,514 4,253 4,355 4,134 4,098 4,369 4,073

　　特別交付税 649 674 665 630 623 612 626 633

3,659,742 3,202,388 457,354

621,681 653,644 △31,963

5,015,092 2,827,690 2,187,402

4,705,970 4,995,321 △289,351

6,000,744 5,661,734 339,010

175,460 176,582 △1,122

49,530 46,638 2,892

38,839 106,924 △68,085

地 方 消 費 税 交 付 金 1,423,405 1,575,065 △151,660

19,469 27,189 △7,720

74,986 113,883 △38,897

1,104,044 1,164,863 △60,819

5,292,759 5,237,476 55,283

4,009,497 4,024,619 △15,122

11,998,926 12,004,483 △5,557

平成28年度 平成27年度

決算額 決算額 比較

33,783,844 31,391,541 2,392,303

750,839 743,651 7,188

185,291 156,793 28,498

655,880 676,446 △20,566

616 635 △19
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（３）一般会計歳出の概要

①義務的経費は、人件費・公債費が減少したものの、扶助費の増により、

　前年度比1.2%、2億64万2千円の増。

　・人件費→議員共済会負担金の減及び前年の国勢調査に伴う統計調査員報酬が

　　　　　　なくなったこと等により、前年度比マイナス2.2％、1億227万8千円の減。

　・扶助費→年金生活者等支援臨時福祉給付金等により、前年度比4.5％、

　　　　　　3億3,655万7千円の増。

　・公債費→前年度比マイナス0.7％、3,363万7千円の減。

②投資的経費は、清掃センター長寿命化事業及び幼稚園耐震補強改修事業に伴う

　普通建設事業の増等により、前年度比87.6%、28億4,973万5千円の増。

　普通建設事業費の主なものは

　・（仮称）矢田認定こども園建設事業 2億4,122万4千円

　・清掃センター長寿命化事業 25億5,102万2千円

　・衛生センター長寿命化事業 2億4,813万円

　・幼稚園耐震補強改修事業 9億5,158万8千円

　・中央公民館耐震改修事業 3億576万2千円

③その他の経費は、前年の市町村公営企業財政健全化支援事業に伴う貸付金が

　なくなったこと等により、前年度比マイナス5.6%、6億1,094万9千円の減。

《歳出の比較》

（単位：千円、％）

構成比 構成比 伸び率

歳出総額 100.0 100.0 7.9

　義　務　的　経　費 50.8 54.2 1.2

　　　人　　件　　費 13.6 15.0 △2.2

　　　扶　　助　　費 23.7 24.5 4.5

　　　公　　債　　費 13.5 14.7 △0.7

　投　資　的　経　費 18.4 10.6 87.6

　　　普通建設事業費 18.4 10.6 87.5

　　　災 害 復 旧 費 0.0 0.0 526.1

　そ　　　の　　　他 30.8 35.2 △5.610,228,890 10,839,839 △610,949

6,094,648 3,251,105 2,843,543

7,369 1,177 6,192

4,473,592 4,507,229 △33,637

6,102,017 3,252,282 2,849,735

4,506,002 4,608,280 △102,278

7,872,258 7,535,701 336,557

33,182,759 30,743,331 2,439,428

16,851,852 16,651,210 200,642

平成28年度 平成27年度

決算額 決算額 比　較
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■特別会計及び企業会計決算の概要

（１）特別会計の決算収支

　（単位：円）

（２）企業会計の決算収支

　（単位：円）

 ※Ｈ２７は93.2%

■基金及び市債等の状況

（単位：千円）

　基 金 残 高

　　・財政調整基金

　  ・減 債 基 金   

　　・その他特定目的基金

　市 債 残 高（一般会計）

　市 債 残 高（全 会 計）

　※市債残高　(一般会計)前年度比2.4％、9億3,171万4千円の増。

　　　　　　　(全会計)前年度比0.3％、1億9,896万3千円の増。

57,507,483 57,308,520 59,483,571

39,814,086 38,882,372 40,082,287

1,038,539 1,035,977 1,035,144

1,427,483 1,070,267 1,123,605

4,779,686 4,418,461 3,969,203

2,313,664 2,312,217 1,810,454

下水道普及率（平成２８年度末現在） 94.2%

平成28年度末 平成27年度末 平成26年度末

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 （ △ 欠 損 金 ） 0 0

当年度末処分利益剰余金（△未処理欠損金） 295,858,111 107,150,559

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 2,954,213 0

収 益 的 支 出 1,822,650,739 2,407,529,286

当 年 度 純 利 益 （ △ 損 失 ） 292,903,898 107,150,559

水道事業 下水道事業

収 益 的 収 入 2,115,554,637 2,514,679,845

特 別 会 計 合 計 19,918,473,055 19,457,958,855 460,514,200

公 園 墓 地 事 業 特 別 会 計 64,660,712 8,002,445 56,658,267

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計 169,784,430 169,784,430 0

介 護 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計 40,804,840 24,409,852 16,394,988

会　　　　　計　　　　　名 歳　　入 歳　　出 実 質 収 支

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 7,051,981,032 6,949,193,691 102,787,341

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 11,457,262,222 11,174,888,268 282,373,954

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 1,133,979,819 1,131,680,169 2,299,650
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■平成２８年度普通会計決算の概要

（１）普通会計の実質収支

・歳入総額 千円 （前年度比 7.6% ）

・歳出総額 千円 （　 〃 7.8% ）

・実質収支 千円 （６年連続の黒字）

・単年度収支 千円

・実質収支の推移 （単位：千円）

(18) (19) (20) (21) (22)

(23) (24) (25) (26) (27)

（２）財政指数

　単年度

　３年平均

　経常収支比率

①実質赤字比率　　　※2 － － －

財 （早期健全化基準） (12.57) (12.57) (12.58)

政 （財政再生基準） (20.00) (20.00) (20.00)

健 ②連結実質赤字比率　※3 － － －

全 （早期健全化基準） (17.57) (17.57) (17.58)

化 （財政再生基準） (30.00) (30.00) (30.00)

比 ③実質公債費比率(3カ年) 12.6 11.6 10.9

率 （早期健全化基準） (25.0) (25.0) (25.0)

　　　 （財政再生基準） (35.0) (35.0) (35.0)

※1 ④将来負担比率 61.7 71.5 90.7

（早期健全化基準） (350.0) (350.0) (350.0)

※1：地方公共団体の財政の健全化に関する法律

※2：実質赤字額がないため、「 － 」と記載している。

※3：連結実質赤字額がないため、「 － 」と記載している。

平成28年度
47,876 52,072 87,872 89,867 586,197 538,172

97.5 95.0 98.2

平成28年度 平成27年度 平成26年度

　財政力指数
0.714 0.693 0.690

0.699 0.696 0.695

△48,025

平成17年度
△329,902 △518,609 △439,917 △716,346

33,884,326

33,226,582

538,172

△684,704 △264,419
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